
景観形成基準

四　間　道
都 市 景 観 形 成 地 区

名古屋市

住　　  所：名古屋市中区三の丸三丁目1番1号
電　 　 話：052-972-2732〔ダイヤルイン〕
ファックス：052-972-4485
電子メ－ル：a2732@jutakutoshi.city.nagoya.lg.jp

名古屋市 住宅都市局 都市計画部 ウォ－カブル・景観推進課

届出様式は名古屋市公式ウェブサイトからダウンロ－ドできます。
名古屋市公式ウェブサイトのサイト内検索で「景観法　様式」と検索してください。
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四間道都市景観形成地区区域 面積：約 2.6ha
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五条橋、中橋、浅間神社及び那古野一丁目のうち、輪ノ内塩町線（円頓寺通）の沿道奥行き（南側）15m、四間道
沿道奥行き（西側）15m、その他道路沿道奥行き（西側）10mに囲まれた区域

N

はじめに

●四間道都市景観形成地区内で、建築物、工作物、広告物の新築や変更などを計画する
場合には、景観形成基準を守っていただくとともに、事前に届出又は許可申請が必要
です。

●このパンフレットは、四間道地区のまちづくりにご理解をいただき、皆様のご協力を
いただくために作成したものです。

基本方針
清須越により堀川端に形成された商人町の面影を残す土蔵群、下町情緒を残す町家な
どの歴史資源と住環境が調和のとれた街並みとし、次世代に継承できる快適で魅力ある
都市空間とします。

当地区は、慶長15年（1610）の名古屋城築城とほぼ同時期に開削された堀川の舟運を利
用する商人とともに発展したまちです。昭和61年より、名古屋市町並み保存要綱に基づ
き、「四間道町並み保存地区」に指定し、地域住民と行政が協力しながら、歴史的景観の
保全に取り組んでいます。
さらに、景観法＊1に基づく名古屋市景観計画＊2において、特に良好な景観の形成をすす

める地区として「四間道都市景観形成地区」に位置付け、平成31年4月より、基本方針や
景観形成基準に基づき良好な景観形成を誘導します。

＊1：平成16年6月制定
＊2：平成19年3月策定

四間道町並み保存地区



Shikemichi

　町並み保存地区内において、町並みの特性を維持している
と認められる戦前までに建てられた町家・土蔵及び塀を伝統
的建造物に指定しています。建築物は、これらと調和するデ
ザイン、色彩、配色としてください。
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高さの最高限度

　伝統的建造物が建ち並ぶ雰囲気を損なわないよう、4階
以上の壁面を後退させてください。　　　

　四間道地区の伝統的建造物の屋根形式は、切妻屋根、
平入りであることが特徴の一つです。
　屋根の連続性を損なわないよう努めてください。　　

　ここでいう切妻屋根とは、2面の傾斜面から成る屋根をい
い、平入りとは、軒が道路に平行する屋根形式をいいます。

　中・低層の景観を維持するため、特に目立つ高さの建築
物を制限します。

基本事項

建築物

景観形成基準　　四間道地区

建築物は、土蔵群、町家など、四間道地
区に残る伝統的建造物と調和したデザイ
ンとする。1
建築物の外観は、落ち着いた色彩、配
色とする。2

建築物の高さ（建築物の高さには階段室、
昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他
これらに類する建築物の屋上部分の高さ
も算入する。）は20ｍ以下とする。

ただし、大船町通より東側の街区におい
て、建築物の壁面を十分に後退させ、街
並みとの調和に配慮されたものについて
は、31ｍ以下とする。

3

壁面の位置
道路からの圧迫感を軽減するため、四間
道に面する建築物の4階以上の外壁面から
道路境界線までの距離は2.7ｍ以上とする。

ただし、隅切り部分は、同一街区内にお
ける隅切りを除いた道路境界線を延長し
た線を道路境界線とみなす。

4

屋　根
屋根の形状は、切妻屋根とするなど、
周囲の伝統的建造物と調和した向き、
勾配となるよう努める。5

壁面後退をする区域

建築物の高さ

階段室
エレベータ室など避雷針など

2.7ｍ以上

四間道

道路境界線

※工作物の高さ(基準16)もご確認ください。
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駐車場

駐車場は、主要道路から目立たない位

置に配置するなど、街並みとの調和に

配慮する。9

駐車場の出入口は、極力少なくするよ

う設置するとともに、四間道に面して

設置しないよう努める。10

立体駐車場は、建築物と一体的な修景

を行うなど、街並みとの調和に配慮す

る。11

　建物や門、塀などの壁面線をそろえ、統一感のある連続

した街並みが形成されるよう努めてください。

　周囲の伝統的建造物と調和し、街並みの連続性を確保す

るよう努めてください。

1・2階部分

四間道に面する建築物の1・2階部分の

外壁は、伝統的建造物や既存の石垣の

位置にそろえるなど、街並みの連続性

を損なわないよう努める。6

建築物の1・2階部分には、軒庇や開口

部に格子を設置するなど、歴史を感じ

させる演出に努める。7

建築物の1・2階部分の外観の色彩は、

白、黒、濃い茶を基調とするよう努め

る。8

景観形成基準　　四間道地区

建築物

　立体駐車場を設ける場合は、自動車だけでなく機械設備

なども一体的に隠し、修景を行ってください。

　駐車場を設ける場合は、街並みの連続性を損なわないよ

う配慮してください。

駐
車
場

主
要
道
路

四間道四間道四間道

四間道四間道四間道
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≧
建築物の高さ
の最高限度
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景観形成基準　　四間道地区

建築物

建築設備など

電気・空調・給排水などの建築設備、

物干し、ごみ収集設備などは、道路か

ら目立たないよう工夫し、道路に面し

て設置する場合は格子で覆うなど、見

えにくいよう配慮する。

12

空　地

道路に面して駐車場などの空地を設け

る場合は、門、塀の設置や緑化により

修景を行うなど、街並みの連続性を損

なわないよう努める。13

基本事項

工作物は、土蔵群、町家など、四間道

地区に残る伝統的建造物と調和したデ

ザインとする。14

高さの最高限度

工作物の高さ（建築物に定着し、又は

継続して設置される場合には、当該建

築物の高さとの合計とする。）は、建

築物の高さの最高限度を超えないこと

とする。

16

塀など

塀などを設置する場合は、街並みとの

調和に配慮する。17

工作物の外観は、落ち着いた色彩、配

色とする。15

工作物

景観形成基準　　四間道地区

駐車場などの空地を設ける場合は、街並みの連続性を損な

わないよう修景に努めてください。

　周囲の伝統的建造物と調和するよう配慮してください。

建築物の高さは、基準3に準じます。



Shikemichi
景観形成基準　　四間道地区

工作物

9 10

立体駐車場は、建築物と一体的な修景を

行うなど、街並みとの調和に配慮する。21

道路から見える精算機や車止め、柵な

どの附属設備は、落ち着いた色彩と

し、街並みとの調和に配慮する。22

擁　壁

既存の石積み・石垣はできる限り残す

ものとする。新たに設ける場合は、街

並みとの調和に配慮する。18

駐車場

駐車場は、主要道路から目立たない位

置に配置するなど、街並みとの調和に

配慮する。19

駐車場の出入口は極力少なくするよう

設置するとともに、四間道に面して設

置しないよう努める。20

　駐車場を設ける場合は、街並みの連続性を損なわないよ

う配慮してください。

　立体駐車場を設ける場合は、自動車だけでなく機械設備

なども一体的に隠し、修景を行ってください。

自動販売機

道路から見える自動販売機は、落ち着

いた色彩を基調とし、街並みとの調和

に配慮する。23

駐
車
場

主
要
道
路
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基本事項

広告物は、地区のイメージを高めるよ

う質の高い落ち着いたデザインとする。24
広告物は、自家用広告物とする。

ただし、公共性の高いもので、街並み

に調和するよう景観上デザインが優れ

ていると市長が特に認めたものについ

ては、この限りでない。

25

11 12

広告物

景観形成基準　　四間道地区

照明など

点滅する広告物、輝度が変化する広告

物又は音響を伴う広告物は設置しない。

ただし、周辺環境への十分な配慮を行

うもので、公共性の高いものや景観上

デザインが優れていると市長が特に認

めたものについては、この限りでない。

28

電光表示装置

電光表示装置を使用する広告物は設置

しない。

ただし、１つの表示面の表示面積が0.5

㎡以下で、周辺環境への十分な配慮を

行うものであって、公共性が高いもの

や景観上デザインが優れているものと

市長が特に認めたものについては、こ

の限りでない。

29

屋上広告

屋上広告は設置しない。

ただし、1つの表示面の表示面積が2㎡

以下で、下端の高さが5ｍ以下のもの、

かつ、街並みとの調和に十分な配慮を

行うもので、市長が特に認めたものに

ついては、この限りでない。

30

　電光表示装置とは、電光ニュースその他の電光表示およ

び映像（レーザー光線による場合を含む。）により建築物

又は工作物の壁面に直接表示される広告物をいいます。

　屋上広告とは、建築物の屋上に設置する広告塔および広

告板のことをいいます。

　横型のデザインを推奨します。また、骨組み、支柱など

の構造体は目立たないよう配慮してください。

ただし書きの例
低彩度　彩度６まで

1/3未満

彩度12まで

彩度12までの色
1/3未満

白抜きの例

番号が白抜きとなっている事項は、屋外広告物条例に基づく規格となります。これに適合しない屋外
広告物は許可されません。それ以外の事項については誘導基準となっています。
屋外広告物を掲出する場合は、ここで記述されていない全市的な規格がありますので、屋外広告物条
例を確認してください。

26
　屋外広告物は都市景観を形成する重要な要素です。

　四間道地区は、歴史的な落ち着いた雰囲気の街並みで

す。個々の広告物のデザインを優れたものにするだけでな

く、周辺の街並みや建築物と、デザインや色彩、材質など

が調和するよう努めてください。

　自家用広告物とは、建築物の名称や、建築物に入居して

いるテナントの名称、社名、およびそれらが取り扱ってい

る商品を表示するものを指します。

　自家用以外の広告物は、屋上広告、壁面広告、突出広

告、地上広告などの種類を問わず制限されます。

　地色とは、文字や図柄以外の部分で、主に背景となる色

をいいます。

色　彩

彩度12を超える色は使用しない。

26
彩度6を超える色は、表示面積の1/3以上
又は地色には使用しない。27 2㎡以下

5m以下

屋上広告
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景観形成基準　　四間道地区

広告物

13 14

主要道路に面して設置する場合は、1つ

の表示面積は0.5㎡以下とする。35
　壁面広告とは、建築物または工作物の壁面を利用して設

置される広告物をいい、懸垂幕なども含まれます。

　壁面面積とは、壁面の鉛直投影面積のことをいい、その

算定にあたっては、壁部分だけでなく、窓、開口部も含め

ます。

　突出広告とは、建築物または工作物の側面に突出する広

告物をいいます。

　突出幅とは、取り付ける壁面からの出幅をいいます。

　突出幅をおさえることによって、圧迫感を減らします。

壁面広告

1つの表示面の表示面積は2㎡以下とす

る。31
数　量

屋上広告及び壁面広告の表示面積の合

計は、一壁面につき5㎡以下とする。

（各広告物の表示面積は鉛直投影で計

算する。）32

突出広告

主要道路上空に突き出さない。

33
突出幅は、建築物の壁面から1ｍ以下と

する。34

　コインパーキングなど、道路に面した部分の広告の掲出

量は最小限とし、周辺の街並みとの調和に努めてください。

　地上広告とは、地上に設置する広告塔、広告板のことを

いいます。地上広告は周辺の街並みや建築物と調和したデ

ザインとしてください。

地上広告

地上からの高さは、4ｍ以下とし、1つ

の側面の表示面積の合計は2㎡以下とす

る。36

道路境界線から3ｍ以内の区域に設置す

る地上広告の表示面積の合計は5㎡以下

とする。37

主要道路上空に突き出さない。

38

＋ ≦ 5㎡

≦ 2㎡

≦ 2㎡

壁面広告

屋上広告

対象外②

①※両面表示

3ｍ
＋×① ② ≦ 5㎡2

1m以下

0.5㎡以下

4ｍ以下

2㎡以下
＋
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都市景観形成地区内における行為の届出について 都市景観形成地区の内外にまたがる場合の基準の適用

A C

D E

F

G

H

I (さく、塀)

B

A

D

E
F

G J L
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B1
C1

C

B
届出対象とならない行為

建築物

・敷地が主要道路または区画道路に面しているもの

・敷地の過半が地区内にあるもの

工作物

・主要道路または区画道路に面しているもの

・地区内に設置するもの

広告物
・地区外に設置するものは基準を適用しません
（ただし、屋外広告物の許可申請は必要となります。）

・通常の管理行為、軽易な行為

・地下に設ける建築物、工作物の建築等

・仮設の工作物の建設等

・法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為

・消火設備

・非常災害のため必要な応急措置として行う行為

・景観重要建造物について、市長の許可を受けた行為

・景観計画に整備に関する事項が記載された景観重要公共施設の整備として行う行為

・景観重要公共施設について、道路占用許可等を受けて行う行為

・工事を施工するために現場に設ける事務所、下小屋、材料置場その他これらに類する建築物で仮設のもの

・都市景観形成地区内の道路から望見できない部分のみの増築、改築、又は外観を変更することとなる修繕等を　

　行う建築物又は工作物

・都市景観形成地区の区域外に位置する部分のみの増築又は改築で、当該増築又は改築に係る部分の延べ面積が　

　従前の延べ面積の2分の1を超えないもの

・都市景観形成地区の区域外に位置する部分のみの増築又は改築を行う工作物

・都市景観形成地区の区域外に位置する部分のみの外観を変更することとなる修繕等を行う建築物又は工作物

・修繕等を行う外壁の面積が10m2以下である建築物又は工作物　　　など

届出対象となる行為

・都市景観形成地区内で建築物、工作物の新築等を行う場合には、景観法に基づく届出が必要になります。

　※次のような場合は30万円以下の罰金に処されます。（景観法第百二条）

　　○届出をしない場合

　　○虚偽の届出をした場合

　　○届出から30日を経過せずに届出行為に着手した場合（市長が期間を短縮した場合を除く）

・屋外広告物の設置等を行う場合には、屋外広告物条例に基づく許可申請等が必要になります。この場合、都市　

　景観形成地区内では、景観形成基準の中で規格となっているものに適合しない場合、許可されません。

　※次のような場合は50万円以下の罰金に処されます。（屋外広告物条例第36条）

　　○許可が必要なのに許可を受けなかった場合

　　○禁止されている地域や物件に掲示した場合　など

既存のものへの基準の適用

・平成31年4月1日に既に存する建築物、工作物および広告物については、基準を適用しません。

　ただし、広告物については、必要なものにあっては、屋外広告物継続許可申請時等に協力を要請します。

自家用広告物の届出

・都市景観形成地区内において表示面積の合計が5m2を超え10m2以下で、表示又は設置の期間が30日を超える自家用

広告物を掲出する場合は、屋外広告物条例に基づく届出が必要となります。

大規模建築物等の届出

・都市景観形成地区内で、大規模建築物等（延べ面積10,000m2を超える建築物等）の新築等を行う場合には、別に

定められている景観形成基準にも適合しなければなりません。

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの場合 ……… 基準を適用します。
Ｅの場合 ………………… 基準を適用しません。

Ｆ、Ｇ、Ｉの場合   ………… 基準を適用します。
Ｈの場合 ………………… 基準を適用しません。

 Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｈ、Ｉ、Ｋ …… 基準を適用します。
 Ｂ１、Ｃ１、Ｇ、Ｊ、Ｌ  …………… 基準を適用しません。

主要道路または区画道路主要道路または区画道路

地区内

地区外

地区内

地区外

町並み保存事業の届出について

　2ページに示す「四間道町並み保存地区」内で、建築物等の新築、増改築、除却等を行う場合には、

　名古屋市町並み保存要綱に定められている届出をお願いします。
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・景観法とは
　　美しく風格のある国土の形成、潤いのある豊かな生活環境の創造及び個性的で活力ある地域社会の実現を図
　ることを目的とした良好な景観の形成に関する法律で、平成16年6月に制定され、平成17年6月から全面施行さ
　れています。
　　主な内容は、景観についての基本理念や国・地方公共団体・事業者・住民の責務を明確にするとともに、景
　観計画の策定や景観地区の都市計画などの施策に関して定めています。

・景観計画とは
　　景観法に基づき良好な景観の形成を図るために作成する計画であり、良好な景観を形成するための方針など
　とともに建築物等を建築する場合に守るべき景観形成上の基準や景観上重要な建造物・樹木の指定方針を定め
　ています。
　　なお、景観計画は、都市景観条例と一体となって運用されるような制度となっています。

・彩　度
　　色彩を表す方法として、日本産業規格（JIS Z8721）ではマンセル表色系を採用しています。
　　マンセル表色系では、色彩を色相（色の種類）、明度（色の明るさ）、彩度（色の鮮やかさ）の3つの要素
　に分類し、それぞれを尺度化して順に記載することにより、ある特定の色相を指定することができます。
　　一般的に彩度が高いものは、派手で目立つものとされています。

・管理の良否は、デザインの良否以上に都市の美観を左右します。建築物、工作物、広告物、植栽等は四間道
地区の景観を損なうことのないよう、管理者は、互いに周辺を含め、行き届いた管理を行うよう努めてくだ
さい。

景観計画で対象とする建築物・工作物・屋外広告物の手続きの流れ 維持管理について

色の表示例

※印刷のため、実際の色彩とは異なります。

建築物・工作物（景観法） 屋外広告物（屋外広告物条例）

用語の解説企画・立案 企画・立案

景観形成基準への適合チェック／助言・指導

許可申請

届　出（新規・変更）

工 事 着 手 設 置

届　出
　【設置の 2週間前まで】

・自家用広告物
 （表示面積：5㎡超 10 ㎡以下）

・一般広告物
・自家用広告物
　（表示面積：10m2

超）

景観形成基準
（規格・誘導基準）
への適合チェック

景観形成基準
（規格・誘導基準）
への適合チェック

届出から30日経過後

報 告
完成後2週間以内

※変更届出をする場合、変更に係る部分に関して、届出から30日間は工事着手できません。
※建築物・工作物の未届出や虚偽の届出などに対しては、罰則が設けられています。
※都市景観形成地区内の屋外広告物において、定期的に表示内容等を変更する許可を受ける場合は、6ヶ月ごとの報告をお願いします。

適 合 不適合 適 合

勧 告

届出内容を
変更する場合

勧 告

不許可

規格に不適合

誘導基準に不適合

勧 告

掲出不可

規格に不適合

誘導基準に不適合

不適合 適 合 不適合

勧告に
従わない場合

公表

義務ではありませんが、円滑な事務手続きのため、計画変更が可能な時期の事前相談に

ご協力をお願いします。景観アドバイザー制度も設けておりますので、ご活用ください。

事前相談（景観形成基準への適合など届出書等の内容確認）
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